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1. 序
国際貿易と金融を通して各国経済は実物と物価の両面において相互連関しており，従っ
て一国の経済政策は他国へも影孵を及ぼす。各国が互いに協調して政策を決めるか，非協
調の立場を採るかについて，基本的に考え方の違った三つのモデルが当面の政策分析につ
いて存在している。それらは Cooper(1969), Hamada (1976), および Oudiz-Sachs
(1985)であり， 前二者については詳細にモデルを紹介し， 最後のものについては村田
(1986)の内容を補足・修正する程度にとどめる。このうち・Cooperは政策協調型のモデ
ルを，そして Hamadaは政策非協調型のそれを初めて考案した。また Oudiz-Sachsは
政策非協調型の動学モデルのクールノー・ナッシュ解を時間整合的な形で求めた。これら
は二国間政策協調分析における最も基本的な，三つの相違した枠組みを与えたと考えられ
る。これらを説明した後に，最後に Oudiz-Sachsモデルの一発展について述べる。
2. Cooperの政策協調モデル
まず政策協調に関しての， 初期の代表的な経済モデルとして Cooper(1969)を解説す
る。
Cooper (1969)は資本取引を含む国際収支関係を介在させて，二国経済を連結した世
界を想定し，各国政府が国内的協調や全面的協調の政策を採る場合の効果比較を行った。
第1国の国民所得を Y,利子率を r,政府支出を G,中央銀行保有の国内債券を H,中
央銀行保有の国際準備金を R, 貨幣供給を V=H+R, 消費を C=C(Y), 投資を I=
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l(Y, r), 輸入を M=M(Y), 貨幣需要を L=L(Y,r)と記し，第2国のそれらは星印
を付して， Y*,r*, G*, H*, R*, V*, C*, I*, M*, L*のように表そう。二国のみか
ら成る世界を想定するので， M*は第1国の輸出に等しい。従って第1国の国際収支バラ
ンスを Bと記すと， B=M*-M+Kとなり，ここに Kは外資の第1国への純流入を示
す。そしてKは両国の金利差 (r-r*)の増加関数と考えられ，
K,=dK/d(r-r*) (>O) 
と置く。さて当面の世界経済の財市場・貨幣市場の均衡の体系は次の 5つの方程式で表さ
れる。
Y=C+I+G+M*-M 
H+R=L(Y, r) 
B=M*-M+K 
Y*=C*+l*+G*+M-M* 
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
H*+R*=L*(Y*, r*) - (5) 
これらの5式を用いて5変数 (Y,r, B, Y*, r*)の比較静学分析を行おう。その際
に国際準備金の第1国での増分 dR・ は国際収支の余剰 dBに等しいと考えておく。（また
当然に dRは一dR*に等しいことに注意する。）さて G,H, G*, H*の変化によっ
て， (1)~(5)の各式はそれぞれ下記のように変化する。
(s+m)dY-I,dr-m*dY*=dG 
dH+dB=LydY +L,dr 
dB=m*dY*-mdY -1-K,(dr-dr*) 
(s*+m*)dY*-I,*dr*-mdY=dG* 
dH*-dB=Ly*dY*+L,*dr* 
これらの(1')~(5')の変分形の体系はつぎのように整理できる。
s+m -I, O -m* o) (dY) (dG 
(1') 
(2') 
(3') 
(4') 
(5') 
-L:, -L, 1 
m -K, 
-m O 
??dr 
-m* K, I I dBI = I o 
o s*+m* -I,* I I dY* 
-dH 
dG* 
O o -1 -L,* -L,*) l dr*) し―dH*
ここに係数の記号はつぎのように定められている。
I,=aI;aY C>O), 1,=aI;ar C<o), 
m=dM/dY (O<m<l), C,=dC/dY (0くら<1),
(6) 
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s=l-Cy-ly (O<s<l), Ly=8L/8Y (>O), 
L,=8L/8r (<o) 
これらは第1国の係数であり，第2国の係数はこれらに対して星印（＊）を右上に付したも
ので示される（例えばら*=8l*/8Y*)。
いま(6)の変分形の体系を簡単に
Ay=x (6') 
と書き換えることができる。ただしつぎのように記号の約束をしておく。
s+m -I, O -m* O) ldY dG 
dr l r -dH 
4:.J 1゜:"'
dr* -dH* 
-Ly -L, 1 ゜゜Asee I m -K, 1 -m* K, I• 
-m ゜0 s*+m* -Ir* ゜゜ -1 -L,* -L,* さてrは政策的に政府支出と国内通貨供給を変化させた大きさを示すベクトルであり，
政策変数ベクトルと呼ばれるのに対し， yは経済状態を示す変数の変分ベクトルである。
いま X が所与であると，状態変数ベクトル yが一意に決まる。すなわち
y=A-1x (7) 
しかし各国の支出構造やボートフォリオ選好に一度限りのシフトが生じた場合，それらは
(6)の体系に撹乱項ベクトル Z として入り
Ay=x+z (8) 
となる。政策当局は一般に zの値を観測することはできず， yの目標値（政策目標とし
てy*に定める）からの現実値の乖離を知って，対応策を構ずるのであり，この政策調整
過程を次のように想定しよう。
x=Q(yl<ーy) (9) 
ここにとはズの時間 tについての微分 dx/dtを示し， Qは5X5の定数行列であり，
これを「協調行列」 (coordinationmatrix) と呼ぽう。 もし Qが対角行列（ここに
q;;~O) 
ql 
Q22 
Q= ? (lOa) 
q44 
q55 
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であれば，各国は自国の国民所得に対して政府支出を，利子率に対して国内通貨供給を，
それぞれ調整すると言う 1目標1手段の政策割り当てが行われるに過ぎない。
次に
ql 年 0 0 0 
qzl 知 0 0 0 
Q =Io o o o o (lOb) 
0 0 0 Q4 Q45 
0 0 0 Qs4 Qs 
となっている場合には (q;i~O), 各国内において国民所得と利子率に対する政策手段と
して政府支出と通貨供給を同時に調整すると言う，国内的協調政策が採用されている。
更に Qが次の形
q1 q,2 q,a q14 q,s 
qz, q2 qza qz4 qzs 
Q =I o o o o o 
q41 q42 q43 q4 q45 
q51 q52 q53 q54 q5 
(lOc) 
である場合には (q;j~O), 自国と他国の目標と国際収支に対して， 両国の全政策手段を
調整させると言う，全面的協調が行われる。国際的政策連関の効果は (lOc)の様な形の Q
行列の場合において現われるのである。
さて撹乱項 zが入った体系 (8)の状態式の下で， (9)の政策調整が行われるものとす
ると，政策手段”はどのような形状をとるか検討しよう。 (8)式を yについて解いて，
それを(9)式へ代入すると次の微分方程式を得る。
QA-1x+ぶ=Q(y*-A-1z)
これの特性方程式
I QA-1-,1] I =O 
(11) 
(12) 
の根を加=1,2,3,4,5)と記し，それらが単根であるものと想定して， ふに対応する固
有ベクトルを切とすると， (11)式の一般解は次のようになる。
x(I)~A炉ーz+W[exp(l./) → W-'位(0)-Ay'+z)
••• exp(l,J (13) 
ここに W は
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W==[Wi, W2, …， W』
と置かれている。もし .l;がすべて正値であれば”は単調に Ay*-zへ収束するが，も
し .l;に負値があれば，その中の最小の負値を入iとして，“は大勢として exp(-.l1t)
によって拡大し続けるので，いわゆる「手段不安定」の状態となる。
Cooperはあり得べき数値例を用いて，撹乱の発生から体系が(13)の解に従って定常状
態へ収束するまでの時間を， Q行列が (lOa)の非協調型の場合， (!Ob)の国内的協調型の
場合，および(10c)の全面的協調型の場合について比較し，収束時間は政策協調の程度が
大きい程，より短かくなることを示している。また資本移動が速く輸入性向が大きい程，
均衡への収束時間は長くなる傾向が見られた。更に調整過程において波動により目標を飛
び越す度合は，政策が非協調型の時に最大で，全面的協調型の時にはゼロとなる。このよ
うに政策協調の程度が高ければ高い程，目標に向って無駄な波動が少なく，より短い時間
で目標に達する可能性の大きいことが明らかにされた。
3. Hamadaの政策非協調モデル
国際間の貨幣面での相互連関を通して，各国の通貨政策が他国の政策目標にも影響する
ことの認識を前提に， Hamada (1976) 〔邦訳， 浜田 (1982)第5章〕はゲーム理論を援
用して戦略分析を行った。これを解説しよう。
いま世界が二国から成るものと考え，各国での貨幣市場の均衡における変化を
Z;=冗ー 8;
と表す。ここに i=l,2 
冗：各国共通のインフレ率
8;: 第 i国の超過信用拡張率
街：外貨準備増加率(==凡/M;)
であり， R;とM;は外貨準備と貨幣残高を示し，また
冗＝＠ふ十<il2あ）+GR 
の関係がある。ただし
<il;==M;/(M,+M2) 
(14) 
(15) 
(16) 
G戸叩1+叩 2=(R叶 R2)/(M,+M2) (17) 
と置く。第 i国は冗と否について目標値を a;とb;に定めて，その効用関数を
約＝ー ［（冗ー a;)2+r(z;-b;)可 (18) 
と想定し，自己の操作し得る制御変数 O;を使って，約を最大にするような戦略を採る。
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ただし rは加重係数である。
まず各国が自己の制御変数を操作する時に相手国のそれを不変と憶測して，自己の効用
約を (14)式と (15)式の制約下に最大化する，いわゆるクールノー戦略を採る場合には，
最大の必要条件はつぎのようになる。各 i(=l,2)について
au; au; 紐 au;az; 〇＝詞＝布戸訊—＋詞而
であり，
=-2[(冗ーa;)@;+r(z;-b;)(@; ー1)]
これより第 i国の反応式が
(19) 
1-w; 冗＝一—-r(z;-b;)+a;
Ct>; 
と求められる。いま
(i=l, 2) (20) 
a戸 1,b;=3, r=O. 5 
と置いて(18)式と(20)式を屈示したものが図1である。そこでの等効用曲線上での接線の
(21) 
勾配が， (20)の反応式を充たす点で一w;/(1一w;)に等しいことは，
au; 紐
d冗 1 言 all; W; 
亙 U;=一定= = = au; 8z; w;-1 
珈 88;
(22) 
によって明らかである。
さて(20)の反応式を同時に充たす Z1 と Zzの値がクールノー解である。 (20)の2式を
?
(20)式
Z; 
図1 第i国の等効用線と反応式
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(17)の定義式と一緒に行列表示の連立方程式とし， それを解けばクールノー均衡 (zi,
Zz, 冗）が得られる。すなわち，それは
??? ?
?
? ?
?
?
―
?
?
?
?
、
＝?
、、
?
??
??、??゜〗：
?
>:5? ?
の解であるが，簡単化のために
ro1=伽 =0.5
の場合について求めると，次の(25)のようになる。
、、
?
?
? ? ? ?
ぁ
―
?
?
?
?）
?
?
? ?
＿＿?
??
??
?
、?
?
??
喜祈ー＿
2如〗
r〗―r
?
? ? ー ＿
??
???
??
??
、??
?
?
?
＝＝?
?
??
??
?
ぅ??
(23) 
(24) 
(25) 
(26a) 
(26b) 
つぎに第1国をリーダー，第2国をフォロワーとして，いわゆるシュタッケルベルク解
を求めよう。第2国の反応式 ((17)を考慮に入れた）
0沢か一a2)=伽r(GR—虹1-(i)必） (27) 
を第1国は知っていて，これを制約条件として，自己の効用 (i=lと置いた(18)式で表さ
れる）を最大化するような戦略を採る。故にラグランジュ関数を
L==-[(冗-ai)2+r(z1-bi)2J+i[rui(冗-a2)-ru1r(GR-ru1z,-ru2b2)J (28) 
と定義し， (14)と(15)を考慮に入れつつ， 81に関する偏微係数をゼロとする状態を導出す
る。
aL aL紐 BL 8z1 
〇＝諏＝孟詞＋詞詞
=(-2(冗-ai)+-lw22)w1-r(-2(z1-b1)+.twi2)w2
任意の血と血の値について， (29)を成立させる冗と Z1は
入 入
冗＝百吋+ai,Z1=百吋+bi
であり，これより
(29) 
(30) 
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冗＝（伽／叫）2(z1-b1)+a1 (31) 
が得られる。 (27)式と(31)式を共に充たす冗と Z1がこの場合のシュタッケルベルク解で
ある。
簡単化のために(24)の想定を置くと， (27)と(31)を一緒にした行列表示は[! !Jl・J [~: こtea,ー,.)l 
であり，これよりシュタッケルベルク解は
Z1=―(2rGR-a叶a2吟—rb2)1+r 
1 
冗= (2rG叶加+a2-r(b1+b2))1+r 
と得られる。この時， Z2は(17)式へ(33a)を考慮し，
Z2=―(2GR+a1-a2-b1 +rb心1+r 
となる。さらに次の様に置いて
(32) 
(33a) 
(33b) 
(33c) 
a1=1, b1=3, r=0.5・(21') 
このシュタッケルベルク解 (S1)を図2に示す。それは(27)の第2国反応式が第1国の効
用曲線と接する点である。これを制御変数の空間にて表示したものが図3である。ただし
GR=O (34) 
冗
Z1 
図2 第1国リーダーのシュタッケルベルク解 (S1)
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81 
←第2国の反応式(37)
〔~=Oのとき〕
ぁ
図3 第1国リーダーのシュタッケルベルク解 (S1)
と置かれている。 (24)の想定の下で(15)式は
1 冗＝百(81+あ）+GR (15') 
となり，従って(14)より
1 . 1 
Z1=百（か81)+GR, Z2=百(81-82)+GR (14') 
となる。 (14')と(15')から
81=か -Z1 (35a) 
ぁ＝冗十Z1-2GR (35b) 
を得る。これらの関係を利用して， i=lときの効用関数(18)と第2国の反応式(27)は，次
の様に。1とあとによって書き表される。
1 1 約＝ー 咋(8叶 82)-a1+G迂 +r[百(82-81)-b1+G迂｝
(l+r)ぁ＝ー (l-r)81+2(a2-rb2)-2(1-r)GR
図3は， (21')と(34)の数値を与えて描かれている。
(36) 
(37) 
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図3でのシュタッケルベルク解 (S,)を代数学的に求めるには， (36)の約式を(37)の
制約の下に最大化すればよく，つまり，約式の中の 82へ(37)を代入した後に，約の0,
についての微係数を求め，それをゼロとおく。その結果は当然に(35)に(33)を代入して求
められるものと同ーである。そのことを最後に明らかにしておく。
(35a)・(35b)式へ(33)の冗と z,を代入すると
8,=a,-b1 
1 82=-—(4rGR-(1-r)(a,-bi)+2(a2-rb2))-2GR l+r 
が得られる。他方， (36)の約式の中の。2を(37)のそれで置き替えて整理すると，
U1= -{[土⑯+a2-r妬ー (1-r)GR)-a叶らrHr 
(38) 
(39) 
+r[仕 (-81+a2-rb2-C1-r)GR)-b叶GR『}
となり，これを 81で微分してゼロとおくと，
(36') 
du1 2r 
〇＝ー＝一(a1-b1-81)d81 l+r 
(40) 
に整理される。これより (38)と同じ結果が得られ， またこの。1を(37)式へ代入すると
1 あ＝一［一(1-r)(a1-bi)+2(a1-rb2)-2(1-r)GR] Hr 
となる。これは(39)に等しい。
4. Oudiz-Sachsの政策非協調モデル
Oudiz-Sachs (1985)のモデルは， Hamada(1976)でのクールノー解を動学化した形
をとるが，為替レート変動や賃金率の調整などを考慮に入れて，離散時間で表現する最適
政策ルールを導出した点が最重要な貢献であろう。村田 (1986)は彼等の分析の方法を解
明して再計算しており（河合ほか (1991), p, 276を参照），これを簡単に説明して，以前
の計算値を訂正した新しい算定結果を提示しておこう。（以下の2ページは，村田 (1986)
からの引用である。）
まず記号の約束を自国に関して次のようにする。
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q=国内財の産出（対数表示）
P=国内財の価格（対数表示）
が＝消費者物価指数（対数表示）
W=名目賃金率（対数表示）
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m=通貨供給量（対数表示）
i=名目利子率
e=外国通貨1単位の国内通貨単位（対数表示）
そして下付きの添字 tで第 t期を示して，
p、・=第 t-1期での p、の予想値
冗戸Pf-P、-i'=消費者物価上昇率
と定義する。外国についての記号は星印を付けた同様の記号で表す。例えば P*は外国の
産出する財の価格（外国通貨単位での）を示す。かくして実質為替レート（＝交易条件の
逆数）は
r,=e,+P、*-P、
となる。
さて予想値が実現値に一致するという完全予見の想定
p、+i8=Pt+1 (t~O) 
の下に，国内財への需要は
q,=Br,-a(it一(Pt+1-P,))+rq、*
(41) 
(42) 
(43) 
で与えられる。 8と0 は正値， rは非負の定数であるので，実質為替レートの下落(r,の上
昇），実質国内利子率の低下，および外国産出水準の上昇によって国内財需要は増加する。
また貨幣の需給均等式は
加ーP戸 Cq,-Eり (C, c>O) 
であり，これを逆に表した式を
か=μq、-p(m,-p、)
とする。
(μ=(IE, P=E→) 
(44) 
(45) 
名目為替レートの予想値もその実現値に一致するという完全予見の想定の下に，先物カ
バーをとらない金利裁定は瞬時的に成立し，
Btt1-Bt=り一り＊ (46) 
で表される。
適当なウエイト CJ.)をパラメータとして消費者物価指数は
p、•=J.P汁 (1-J.)(か*+e,) (l>J.>O) (47) 
と定義される。
つぎに国内財価格は貨幣賃金率に一定のマークアップ率を乗じた値に等しいものと考え
られる。すなわち
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か＝叫+a (a : 定数） (48) 
労働市場の調整はゆっくりとして，それは
Wt+1-Wt=P/-Pば＋吻1t+fl(q,-qt-i) (yr, fl>O) (49) 
の準フィリップス曲線に従うと想定される。 (48)より代入によって(49)式の W を消去し
て，それを整理すると
P1+1-P1•-(y十8)q1=P1-P←i"-Oqt-1 (49') 
となる。以上の(43),(45), (46), (47), (49')の5方程式が自国の状態を示す主要部分を
構成する。
外国について自国についてと同様の構造方程式を想定すると， (43)式に対応するものは
次の(43*)式である。
叩＝一rJ*rt-o*(り＊一(P1+1*-Pt*))+r*q1 (43*) 
ここに星印を付けた変数と係数は外国に関するそれらを示す。以下同じように(45),(47), 
(49')に対応する外国の式を(45*),(47*), (49*)で示そう。
り*=μ*qt*-p*(mt*-P1*)
Pt'*=A*P,*+(1一入*)(P,-e,)
P1+1*ー が＊一(,fr*十0*)が =Pt*-P1-1c*-ll*q1-1*
(45*) 
(47*) 
(49*) 
これらを前の自国の体系に合併して全体系を表示することを考える。その時に(45)のり
と(45*)のり＊を(46)式へ代入して得られる次式
μ*q1*+e1+1 =e,+μq叶 p(P,-m1)+p*(m,*-P,*) (46*) 
は両国に共通なものであることに注意する。かくして(43),(47), (49'), (43*), (47*), 
(49*)および(46*)の7式をまとめて表示する。その場合， r,り，り＊を(41),(45), (45*) 
で代替して，状態変数のベクトルはゆt+hP/, q, P1+1*, P、•*, q,*, e,+1)となる。
二国はそれぞれ一つづつ政策手段叫または m、＊をもち，前述の諸式で表される状態
式に従いつつ，自己の目標達成に最適な仕方でその政策を決めるが，その時に相手国の政
策は短期的に不変と想定するものとしよう。このような政策決定方式はいわゆるクールノ
ー・ナッシュ複占と同じで，その離散時間の有限期間 Tの最適計画の導出を行う。
具体的な計算方法については，村田 (1986), pp. 290-297において詳説されている。
ただし数値例の算定においてプログラムの誤りがあったので結果は修正されなければなら
ない。以下では正しい計算結果を色々な数値例について提示する。
我々は自国と外国の経済体系の対応するパラメータ値を等しいものとして，第1の数値
例をつぎのように決める。 (/JとP*は効用の時間割引率である。）
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8=8*=1. 5, u=u*=l. 5, C=く*=1,e=e*=O. 5, 
..t=..t*=O. 75, ,fr=,fr*=0.1, 8=8*=0. 3, ¢=¢*=2, (50) 
P=P*=O. 75, p=p*=2, μ=μ*=2, r=r*=O 
つぎに第2の数値例として，第1数値例に
11=沢=2
を追加した場合を考える。
いずれの場合にも変数の初期を次のように与えておく。
Po=0.1, Pー1=P-i'=qー1=eo=m。=O
Po*=0.1, P→ *=P手*=Q-1*=m。*=O
(51) 
これらのパラメータ値によって，第1数値例については，つぎのフィードバック則の係数
値を算定する。
叫 =a1P1+a2P,-1c+aaqぃ+b必*+b2P、ー,c*+b沼t-1* (52) 
この式の最適政策を色々の計画期間 Tに対して計算し， t=lの時の係数値を表示したの
が表1であり，そこでは T=2,3, 4, 5, 10, 15, 20の各場合のそれが記されている。
つぎに第2数値例により，フィードバック則(53)の係数値を算定した結果が表2に示さ
表1 第1数値例による最適政策の係数値
T I a1 a2 as b1 b2 ba 
2 0.523 0.500 0.117 -0.144 0.121 0.032 
3 0.009 1. 002 0.272 -0.155 0.144 0.039 
4 -0. 070 1. 073 0.293 -0.153 0.149 0.041 
5 -0.115 1.117 0.306 -0.159 0.157 0.043 
10 -0.183 1.183 0.326 -0.179 0.178 0.050 
15 -0.192 1.191 0.329 -0.182 0.181 0.051 
20 -0.193 1.192 0.329 -0.183 0.182 0.051 
表2 第2数値例による最適政策の係数値
Tl a1 I a2 I aa I b1 b2 bs I Ci I C2 
2 0.178 -0. 630 0.032 -0.054 0.002 0.006 0.729 0.023 
3 0.011 -0. 483 0.050 -0.047 -0.023 0.000 0.708 0.030 
4 -0.137 -0. 308 0.101 -0. 070 -0.011 0.001 0.675 0.030 
5 -0.142 -0. 302 0.103 -0.074 -0.007 0.002 0.675 0.030 
10 -0.157 -0. 286 0.108 -0. 077 -0.004 0.003 0.674 0.030 
15 -0.157 -0. 286 0.108 -0.077 -0.004 0.003 0.674 0.030 
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れている。
m1=a1柘十a2P1-1c+a珀—1+b1か*+b2P1-i"*+b珀—1*+c1P1-2c+c2P1-i"* (53) 
概して， Tが長くなるにつれて，係数値の絶対値は一層大きくなる傾向がある。また第
1数値例の場合（表1)に比して，それに(51)のパラメータを追加しただけの第2数値例
の場合（表2)には，対応する係数値の絶対値が著しく小さい。
複数の政策主体が非協調的に各自の目的関数を最大化する政策を，離散的動学ゲームに
おけるフィードバック・ルールとして決めるものとして，各主体は最初期の政策ルールを
計画視野の変更に拘らない最適計画とすることができる時， その初期政策は第2期目以
降の与件や政策主体の変化から独立して，第1期の政策主体にとって時間整合的 (time
consistent)政策である。 Oudiz-Sachs(1985)はこの最適政策を計画期間の伸長に伴っ
て次第に収束する収束均衡であると想定し，実証的に数値例を用いて二国間クールノー・
ナッシュ動学ゲームにおいて算出した。
彼等が得たこの時間整合的均衡解は次のようになっている。
加＝一0.19か+1.19P1-i"+O. 328q1-1-0.181か*+0.181P1-i"*+O.05q1-1* (54) 
そして(54)式は我々の第1数値例と同じパラメータと初期値を用いて算出された筈であっ
て，我々の表1における T=15の時の収束値に大体等しい。それは次式である。
m1= -0. 192P1+ 1. 191P1-i"+O. 329q1-1-0.182P1*+0. 181P1-i"*+O. 051q1-1* (55) 
つぎに第2数値例による Oudiz-Sachsの時間整合的政策値は， 表2における T=10
の時の収束値である。すなわちそれを(55)式の形で表現すると次のようになる。
m1=-0.157P1-0. 286P1-1c+o.108q1-1-0. 077P1*-0. 004P1-1c* 
+o. 003q1-1*+0. 674P1-2'+0. 03P1-2'* (56) 
(56)式の各係数は(55)式のそれと可成り違っているが，これは(51)の通貨供給費用を導入
した結果である。
さらに，第1数値例の輸入性向r=r*=Oの代わりに， r=r*=0.1を想定した場合（第
3数値例）の時間盤合的政策式を求めると，次のようになる。
m,= -0. l 73P1+ 1. 174P1-1c +o. 32lqt-1-0. 173P1*+0. 173P1-i"*+O. 048qt-1* (57) 
これを上記を(55)式と比較すると，輸入性向0.1の追加によって各係数の絶対値が以前よ
り小さくなることがわかる。
以上のようにして，時間整合的なクールノー・ナッシュ最適政策の動学式が(55),(56) 
および(57)に求められた。 Oudiz-Sachs(1985)の数値例では， 輸入性向をゼロ Cr=
r*=O)とし，効用関数へ叫を考慮しない (11=11*=0)第1の場合が扱われて，その最
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表3 クールノー・ナッシュ最適政策式(53)の係数値
数 値 例 a1 a2 as b1 b2 bs C1 Cz 
第l.(lJ=l.5,JJ=O, r=O) -.192 1.191 .329 -.182 .181 .051 
第2.(lJ=l. 5, た=2,r=O) -.157 -.286 .108 -.077 -.004 .003 .674 .030 
第3.(lJ=l.5,JJ=O, r=0.1) -.173 1.174 .321 -.173 .173 .048 - -
第4.(lJ=l.5,JJ=2, r=0.1) -.152 -.283 .107 -.082 .009 .005 .671 .025 
第5.(lJ=l, JJ=O, r=O) -.166 1.167 . 311 -. 202 . 202 . 057 - -
第6.(lJ=l,JJ=2, r=O) -.125 -.325 .097 -.101 .033 .011 .682 .019 
第7.(第1例でPを0.5に変える） . 037 . 963 . 257 -. 117 . 116 . 031 - -
第8.(第2例でPを0.5に変える） 一.013-.582 .053 -.045 -.012 .000 .777 .022 
〔注〕第1~第6では Pを0.75と置く。 lJ, J, Tおよび Pはそれぞれ lJ*, J*, r* 
および炉と同じ値をとる。
適政策式は(54)ないし(55)であった。もし輸入性向を r=r*=O.lと想定すると，それは
(57)式となる。また JJ=JJ*=2を想定した場合の最適政策式は(56)となった。最後にこれ
らの追加想定を組み合わせた場合，為替レートに対する国内需要の反応係数をlJ=lJ*=l.5 
から 1.0へ変えた場合，および効用の時間割引率を P=P*=O.75から 0.5に変えた場合
について，最適政策式の諸係数を算定して，表3にまとめて掲載した。
表3を見てわかることは，パラメータ値の変化によって最適政策の係数値が可成り影響
を受けることである。
5. Oudiz-Saehsモデルの一発展
Hamada (1976)モデルではシュタッケルベルク解も求められたので， Oudiz-Sachsの
上述のモデルにおいてシュタッケルベルク・ゲーム解を求めたのが村田 (1987)であっ
た。そこで前節を補足するために，自国をリーダーとし，外国をフォロワーとみなした場
表4 シュタッケルベルク最適政策式(53)の係数値
数値例 1 国 I a, a2 as b, b2 あ C1 C2 
(::~:5~:;~)I ;~-~40 -~66 -_こ _;7二：:: :~~~:~~: :::~ 
e:~:::; ご~5)1 ;~I -~88 -~19 _;8 _;7 二： :~: :~:: :~~; :::~ 
〔注〕リー，フォはそれぞれリーダー，フォロワーを意味する。 8,1, T, fiはそれぞれ
8*, 1*, r*, fi*と同じ値をとる。
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合について， Oudiz-Sachsと同じ二国共通のパラメータ値(50)を用いて（ただし時間割
引率 P=P*=o.s),時間整合的に算定したシュタッケルベルク最適政策の係数値を表4
に掲載しておく。これは以前の算定を訂正した新計算結果である。
この数値例は Oudiz-Sachsの時間整合的最適政策の方法を別のゲーム解へ適用したも
のであり，河合ほか (1991)がこれらの全般の発展を体系的に解説している。
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